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保険料控除証明書を 

電子データで取得する方法 

 

 

◆政府の旗振りで年末調整もオール電子

化？ 

 平成 30 年度税制改正により、令和２年分の

年末調整から、生命保険料控除、地震保険

料控除及び住宅借入金等特別控除に係る控

除証明書等について、勤務先へ電子データ

により提供できるよう手当されたことなどを受け

て、年末調整手続の電子化に向けた施策が

実施されています。 

 たしかに、電子化されれば、従業員は控除

証明書等をデータで取得し、保険料控除等

申告書もデータで作成して自動計算され間違

いがなくなる、勤務先においてもデータをもと

に年税額を自動計算し、データの紙保管も 

不要となる等、良いことずくめです。はたして、

現状はどうでしょうか？ 

 

◆保険会社側の電子データ提供の状況  

（8 社） 

 11月末日の時点で、保険会社からの保険料

控除証明書の電子提供は、8 社から行われて

います。9 月 23 日現在 42 社ある保険会社の 

うちの 8 社ですから、大手で提供があるとはい

え、まだまだカバーできていません。加入する

保険会社が未対応ですと、後述する他の準備

は万全でも、電子データでの資料準備はかな

わないことになります。 

 

◆従業員側の電子データ取得の環境準備 

 保険会社から控除証明書を電子データで受

け取るには、政府が運営するオンラインサー

ビスであるマイナポータルを使わなければなりません。

手順は下記の通りです。 

（１）マイナンバーカードの取得 

 マイナポータル利用のためには、マイナンバーカー

ドの取得が必須です。顔写真を撮影し、交付申請を

して、市区町村が交付通知書を発送するまで、概ね 

１か月程度かかっており、ここが一番のハードルかも

しれません。特別定額給付金（10 万円）申請等で  

すでにマイナンバーカードを取得済みの方は、すぐ

に（２）に着手できます。 

（２）マイナポータルの利用 

 他のサイトをマイナポータルと一体的に使えるように

なる「もっとつながる」から、「e-私書箱（野村総合研究

所）」とつながり、「つながる」サービスで、保険会社か

ら保険料控除証明書の電子データを入手できるよう

になります。自身が加入している保険会社の対応が

終わっていれば、いままでのはがき等の紙の証明書

から電子データに移行できます（勤務先での電子対

応が大前提）。 

 少し前まで、国が、キャッシュレス化推進やマイナン

バーカード取得とマイナポータル利用促進のキャン

ペーンを行っていましたので、環境が整っている方は

意外と多いかもしれません。踏み出してみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


